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【要旨】

　近年、日本の農山村地域において、人口流入を目指した魅力ある地域づくりや地域資源を活用し
た雇用創出による移住促進の取り組みが、積極的に行われるようになってきた。都市部において
も、田舎暮らしに関心のある若者が増えており、人口の社会増を達成した農山村地域も出てきた。
一方、中国においては、戸籍制度や社会保障制度によって都市部への人口集中を抑制させようとす
る政策を実施するとともに、農山村地域の生活水準を向上させることを目的とした土地政策や恵農
政策によりUターンを推進している。
　人々が都市部から農山村地域へ移住しようと決める要因としては、子育て制度や家賃補助といっ
た行政による支援制度、田舎の自然、あるいは家族の介護など様々である。本稿は、近年の日中両
国で実施された調査結果を用いて、都市部から農山村地域への人口移動に影響を与える決定要因に
ついて日本と中国を比較検討する。
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都市部から農山村地域への
人口移動と決定要因に関する日中比較

はじめに

　日本では、1950年代後半から始まった高度経
済成長期に農山村地域から大都市圏（東京圏、
名古屋圏、大阪圏）へ人口が急激に移動した。
その後、1970年代後半からオイルショック後の
低成長期に農山村地域へのＵターンが起こった
ものの、1980年代のバブル経済により再び東京
圏への転入超過数が増加した。バブル経済が崩
壊した1990年代前半には、Ｉ・Ｊ・Ｕターンと
言われる農山村地域への人口移動が起こり、東
京圏への転入は減少に転じた。しかし、1990年
代後半以降、金融や情報が東京へ集中した等の

要因により、再び東京圏への人口移動が起こ
り1、農山村地域の人口減少に歯止めがかかって
いない。農山村地域では、人口が減少したこと
により、地域における生産力や経済力が低下
し、住民にとって不可欠な病院や商店といった
生活環境が悪化していった。さらに、それに伴
う税収入の減少により行政機能も低下すること
で、防犯、防災、教育などの地域コミュニティ

1　総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告　
2019年（令和元年）結果』によると、2019年の東
京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）への
転入超過は、148,783人となっており、依然とし
て東京圏への一極集中は続いている。
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用創出による移住促進といった移住を推進する
取り組みが積極的に行われるようになってきて
いる。一方、都市部において、田舎暮らしに関
心のある若者が増えているという調査結果も得
られており、人口の社会増を実現した市町村も
出てきた。農山村地域へ移住した人々は、単に
経済的な豊かさを求めるのではなく、自然や地
域住民との触れあいといった生き方を求めて移
住しているのではないかと推測される。
　また、中国においても、1978年の改革開放政
策の実施以来、沿岸都市部の経済発展により、
相対的に貧しい中部地域や西部地域などの農山
村地域から大量の労働力人口が都市部へ移動し
た3。こうした農山村地域から都市部への安価な
労働力の移動は、中国に急速な経済発展をもた
らした。しかし、同時に、都市住民の生活環境
を悪化させるといった問題も生じさせた。中国
では、これまで都市戸籍と農村戸籍という二元
管理による戸籍制度や社会保障制度によって都
市と農村との移動を厳しくコントロールすると

3　中国網日本語版によると、「改革開放から40年で、
中国は史上最大規模、最速の都市化を経験し、中
国の都市化率は改革当初の20％弱から2017年末に
は58.52%に上昇した」という。

が弱体化してしまう。その結果、人口が増々減
少するといった過疎化のスパイラル（図表 1 ）
に陥ってしまうのである。
　こうした農山村地域の過疎化の問題を解決す
るために、国はこれまで優遇税制や地域資源を
活用した新たな雇用の創出などの様々な過疎化
対策を講じてきた2。しかし、2019年 4 月時点に
おいても、いまだ全国の1,719市町村の約48％
が過疎市町村で、一向に過疎化スパイラルから
抜け出せていない。それどころか少子高齢化の
日本では、人口の自然減とともに、高齢化が急
速に進行しているため、地域コミュニティの維
持すら困難な状況となっている。そのため、近
年、国による政策だけでなく、過疎化した市町
村や地域住民の自らの創意工夫による人口流出
の防止とともに人口流入を目指した魅力ある地
域づくり、出生率の向上のための住宅家賃補助
や乳幼児の子育て支援、地域資源を活用した雇

2　1970年に過疎地域対策緊急措置法が制定されて
以降、1980年には過疎地域振興特別措置法、1990
年には過疎地域活性化特別措置法、2000年には過
疎地域自立促進特別措置法が制定され、国による
財政、金融、税制等総合的な支援措置が講じられ
ている。

図表１　過疎化のスパイラル
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いった政策を実施してきた。一方、農村での生
活水準を向上させることを目的とした土地政策
や恵農政策によって、農山村地域へのＵターン
を推進している。こうした取り組みにより、近
年、都市から農村へ人口が逆流しているという
研究結果も報告されている。
　人々が都市部から農山村地域へ移住しようと
決める要因としては、子育て制度や家賃補助と
いった行政による支援制度、田舎の自然、ある
いは家族の介護など様々である。本稿は、近年
の日中両国で実施された都市部から農山村地域
への人口移動に関するいくつかの調査結果を用
いて、人口移動に影響を与える決定要因に関し
て日本と中国を比較検討する。日本について
は、大分県豊後高田市を具体的な事例として取
り上げて検証を行うこととした。

1．�日本における都市部から農山村地域
への人口移動と決定要因

⑴　都市部から農山村地域への人口移動の概要
　日本の市町村を非過疎地域と過疎地域4 とに
分けて、社会増減の市町村の推移（図表 2 ）を
みてると、非過疎地域で社会増となった市町村
の数は2011年に432であった。しかし、その数
は年々減少し、2014年には334となり、その割
合は40％から31.1％まで低下した。一方、過疎
地域で社会減となった市町村の数は、2012年も
2013年もともに582であったが、2014年は572ま
で減少し、社会増となった市町村が占める割合
は、9.9％から11.5％へと上昇した。このように
過疎地域における社会増は、2012年以降、横ば
いないし微増傾向であったことから、日本にお

4　過疎地域と農山村地域は異なる概念ではあるが、
住民の減少により地域社会の基礎的生活にも支障
を来すような過疎の問題が発生している過疎地域
の多くは、農山村地域としてとらえられる。

　出典：『平成26年度国土交通白書』より筆者作成

図表２　社会増減の市町村の推移（非過疎地域と過疎地域）
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いて、都市部から過疎問題が深刻となっている
農山村地域への人口移動という現象は、2012年
前後から起こっているのでないかと推測され
る。

⑵　�都市部から農山村地域への人口移動の決定
要因

　都市部から農山村地域への人口移動の決定要
因に関する調査研究としては、人口移動による
地域への影響に着目した人口移動論の視点や地
域活性化の可能性に着目した経済学の視点から
議論されている。井口・伊藤・北川（1995）
は、都市から中山間地域への移住についての意
識調査を分析し、移住希望者を 3 つのパターン
に分類した。 1 つ目は、出身町村に帰郷するＵ
ターン、二つ目は、リタイア、三つ目は、中山
間地域での生活に対して憧れを抱いている
ニューライフ志向であった。また、江崎・荒
井・川口（1999）は、Ｕターン誘因と阻害要因
を分析した結果、親の面倒を見るため、豊かな
自然の中で生活したくなった、家業を継承する
ための 3 つを決定要因として挙げている。さら
に、江崎・荒井・川口（2000）は、地方圏出身
者のＵターン現象について、就職後数年以内
に、かなりの高確率で訪れる仕事上の最初の転
機において、Ｕターンが起こっているという。
　また、筒井・佐久間・嵩（2016）は、農山村
地域への移住を既存の住民とは異なる年齢層
の、異なる考え方や技術をもつ人材（ヨソモ
ノ）を活かした地域の在り方という視点から議
論している。外部の人材を受け入れるという点
に着目した作野（2016）は、島根県での調査結
果から、移住・定住促進施策と市町村役場の担
当職員や地域住民等との人的接触の 2 要素が最
も重要であると指摘している。鯵坂・河野・松
宮（2016）は、Ｉターン移住者の調査結果か
ら、農山村の環境や自然、古民家など、他の自

治体とは異なる魅力や制度、地域の側からの定
住者への働きかけを決定要因として挙げてい
る。
　都市部から農山村地域への移住は、過疎化の
スパイラルからの脱却の可能性を秘めているこ
とから、総務省では、2015年の国勢調査の分析
や2017年度に実施した移住者に対するアンケー
ト調査等により、過疎地域への移住の実態やそ
の要因について分析を行った。2018年 3 月に提
出された『「田園回帰5」に関する調査研究報告
書』によると、移住の特徴として、田舎の田舎
である離島や振興山村といった過疎地域の中で
も条件が不利と考えられる地域への移住者が増
加している傾向が見られたという。同報告書に
よると、移住先の決定要因に関して以下のよう
な特徴を指摘している。

①�農山漁村地域（田舎暮らし）への関心が転
居の動機となったと回答した割合が、３割
近く（27.4％）であったことから、各々
のライフスタイルの選択として移住をする
「ライフスタイル移住」が増加している。
②�移住・定住促進施策の実施状況と移住者数
の関係をみると、施策を開始した時期が早
いほど移住者が増加している。特に西日本
は時期的に早く過疎化が進んだことから、
早い時期に対策に取り組んでおり、移住者
の増加となっている。
③�施策だけでなく地域の魅力が重要であるこ
と、単に施策を実施しているだけでなく総
合的な地域の受け入れ体制ができているこ

5　小田切（2014）は、過疎地域において都市部か
ら人の移住・定住の動きが活発化している現象を

「田園回帰」と呼んでいる。「田園回帰」という言
葉は、日本での現象をイメージさせる言葉であ
り、中国での現象にも当てはまるとは限らないた
め、日中比較分析を行う本稿においては用いな
い。
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とが重要である。

　以上にように、先行研究や総務省の調査研究
報告書から、近年の農山村地域への移住の特徴
としては、親の面倒を見るためのＵターンでは
なく、移住者自らが田舎暮らしに関心があると
いったライフスタイル要因が増加しているとい
える。また、地方自治体が積極的に移住や定住
を促進する施策を実施しており、その地域にし
かない環境や自然、定住している人との出会い
といった地域の魅力も重要となっている。そこ
で、本稿では、日本での都市部から農山村地域
への移住の決定要因として「ライフスタイル」、
行政による「支援制度」、「地域の魅力」の 3 つ
に着目して検証を行うこととした。

⑶　�都市部から農山村地域への人口移動の決定
要因の検証

　都市部から農山村地域への人口移動の決定要

因を大分県豊後高田市を事例として検証を行う
こととする。同市を事例として取り上げた理由
としては、同市が宝島社『田舎暮らしの本2020
年 2 月号』の第 8 回「住みたい田舎ベストラン
キング」で、10万人未満の市町村の総合部門で
2 年連続して第 1 位に選ばれたからである。な
お、同市はこれまでも同ランキングで 8 年連続
ベスト 3 を達成しており、移住希望者にとって
魅力ある農山村地域となっている。
　豊後高田市は、大分県北部の国東半島の北西
部に位置し、大分市まで約60km、北九州市ま
で約90kmで、両市に比較的近い距離にあり、
温暖気候で豊かな自然と歴史文化などの地域資
源が豊富である。同市の人口は、1947年の約 5
万人をピークに減少を続け、高度経済成長期に
は多くの若者が進学や就職のため都市部へ流出
した。現在も人口は緩やかに減少しており、
2020年 2 月の人口は22,600人である。図表 3 に
示したように、同市の人口の推移を死亡・出生

出典：大分県豊後高田市『豊後高田市人口ビジョン』

図表３　豊後高田市の人口動態の推移（2005年度～2014年度）
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による自然増減と転出・転入による社会増減に
分けて比較してみると、自然増減はほとんど変
化が見られない。しかし、社会増減について
は、2009年以降に減少幅が縮小傾向となり、
2011年には増加に転じ、2014年の社会増は83人
となった。これは、日本における都市部から農
山村地域への人口移動現象の時期とほぼ一致し
ている。
　次に、実際に豊後高田市に定住した人がどの
ようなきっかけで転入したのかについて、豊後
高田市が2015年に行った「豊後高田市に転入し
たきっかけ」の調査結果を用いて、移住に影響
を与えた決定要因を分析する。図表 4 に示した
ように、回答数が最も多かったのは、「田舎暮
らしの希望をかなえため」で、次に多かったの
は、「祖父母・両親・兄弟等と同居するため」
であった。「親の介護のため」や「土地・家・
墓などの継承」など、仕方なく移住したという

図表４　転入者対象「豊後高田市に転入したきっかけ」の回答状況

図表３ 豊後高田市の人口動態の推移（2005年度～2014年度） 
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人よりも、「田舎暮らしの希望をかなえため」、
「転職（仕事を辞めて、新たな仕事を始めた）」、
「新規就職（学校卒業等を機に就職）」、「子供の
教育のため」など、希望を抱いて移住を決めた
人が多かったことがわかる。
　最後に、豊後高田市のホームページ「I

いじゅう

JU支
援サイト」に掲載された62名の移住者の体験一
覧から、移住に至ったきっかけについて、「ラ
イフスタイル」、「地域の魅力」、「支援制度」に
関連するワードを抽出して分析を行った。分析
の結果、図表 5 に示したように、豊かな自然と
いった「地域の魅力」を要因として挙げた移住
者が23人であった。次に、「ライフスタイル」
に関する要因については、定年や親の介護によ
り移住を決めた移住者も少なからずいたが、起
業や転職という要因を挙げた移住者が22人で、
最も多かった。また、住宅支援や子育て支援と
いった行政による「支援制度」も重要な要因と
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　日本においては、移住者にとって家族と一緒
に暮らすことができる田舎で、新たな仕事に
チャレンジするために移住を決めたといった

「ライフスタイル」要因と同時に、「地域の魅力」
である豊かな自然や移住者に対する行政による

「支援制度」の充実も移住の決定に多大な影響
を与えていることが明らかとなった。

2．�中国における都市部から農山村地域
への人口移動と決定要因

⑴　都市部から農山村地域への人口移動の概要
　中国では1978年の改革開放政策の実施以来、
相対的に貧しい四川省や貴州省といった内陸部
の農山村地域から、仕事を求めて経済発展の著
しい沿岸都市部へ人口が移動していた。ところ
が、図表 6 に示したように、それまで人口の減
少傾向にあった四川省では、2010年から、また
貴州省でも、2011年から人口が増加している。
一方、こうした内陸部とは対照的に、沿岸都市
部の上海市、北京市、天津市では、2015年頃か
ら、それまでの増加傾向から停滞、又は減少傾
向が見られるようになった。こうした統計デー
タから、2011年頃から、中国においても日本と
同様に都市部から農山村地域への人口移動現象

図表５　豊後高田市「I
いじゅう

JU支援サイト」より抽出された要因（複数回答あり）
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なっていた。
　都市部で田舎暮らしに関心のある若者は、豊
かな自然や地域住民との触れ合いを求めて移住
先を決めているのではないかと推測される。そ
うした移住者に対して、豊後高田市では、空き
家の提供や地域資源を活用した雇用創出といっ
た移住を支援する取り組みを積極的に行ってい
る。豊後高田市による移住者への支援制度は以
下のとおりである。

①�新規就農支援事業…体験・見極め研修、長
期研修。
②�農地バンク…耕作していない農地や今後耕
作しなくなる農地の農地情報等の管理。
③�農業情報システム…家庭菜園から本格的な
農業などの情報を集めたサイトを開設。
④�起業チャレンジ若者支援事業補助金…新た
に起業する際に必要な費用の補助。
⑤�創業者向け融資制度…市内で新たに事業を
始める個人へ融資。
⑥�子育て・就労についての相談支援サービス
…子育て支援サービスの情報等の提供。
⑦�働くママへの保育支援サービス…４時間ま
で500円で保育サービス。
⑧�空き家バンク事業…空き家等の情報提供。
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が起きていることがわかる。

⑵　�都市部から農山村地域への人口移動の決定
要因

　中国における都市部から農山村地域への人口
移動の決定要因について、中国で報告された先
行研究から探ってみることとする。
　李・龍（2009）は、農民工6 が都市で生活を
決める際に、何が影響を与えているのかについ
てのアンケート調査を行った結果、「教育」と
いう回答が最も高かったという。その理由とし

6　仕事を求めて都市部へ出稼ぎに来た農民を中国
語では、「農民工」という。「農民工」は都市部で
働いても、戸籍上は農村戸籍であることから、都
市戸籍を有する労働者に比べて労働条件が悪いだ
けでなく、医療や子供の教育などの都市サービス
を受けられないといった問題がある。

ては、中国では教育水準が高い農民工ほど子供
にとって、高いレベルの教育が受けられる都市
での生活を望んでいるからだという。近年の農
村への人口移動現象について、大都市への大量
の人口流入で都市の生活環境が悪化した7 こと
により、生活環境の良好な農村へ移動している
のだと論じる先行研究も多くみられる。向

（2014）は、住宅の高騰、交通渋滞、貧困、失
業、病院不足、教育、環境汚染など、人口の膨
張により発生した都市問題が、都市からの人口
流出のプッシュ要因になっているという。
　一方、任・施（2017）は、都市から農村への
Ｕターン現象を分析した結果から、都市で失

7　近年、北京や上海といった大都市においては、
大気汚染や交通渋滞といった「都市病」が深刻と
なっている。

図表６　中国沿岸都市部（北京・天津・上海）と内陸部（貴州・四川）の人口動態

出典：『中国統計年鑑2018』より筆者作成
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図表７　農民工が農村に移住する要因（複数回答あり）

業・リストラしたためといったネガティブな要
因よりも、家族との生活を重視するため、農村
で起業したいといったポジティブな要因のほう
が強いという。また、その際に重要となるのが
政府による優遇政策であり、教育、医療、介護
といった公共施設の整備が必要となるという。
また、呉（2017）は、都市部から農山村地域へ
の人口移動現象について、これまで仕事を求め
て都市へ働きに来ていた農民が、2008年のリー
マンショックの影響により沿岸都市部の経済状
況が悪化した一方で、内陸部の経済発展もあ
り、都市部と農山村地域の経済格差が縮小した
ため農村にＵターンしているのではないかと分
析している。呉（2017）が行った「農民工が農
村に移住する要因」の調査結果（図表 7 ）によ
ると、回答数が最も多かったのが、「リストラ、
契約終了、給与が安い」であった。次に、「家
族の世話をするため」、「農民の収入が増えたた
め」、「農村で起業するため」と続いていた。
　以上のように、中国において、都市部から農
山村地域へ人口移動した決定要因としては、都
市へ人口が集中したため引き起こされた生活環
境の悪化による都市問題、リストラや失業によ
り生活が苦しくなったといった貧困問題など都
市からのプッシュ要因によるものと、農村にお
いて、政府による優遇政策により農民の収入が

増えたことで、農村で起業をするために農山村
地域へ移住することを決めたといったポジティ
ブな要因の二面性があることがわかった。
　近年、中国では農山村地域へのＵターンを推
進するため、政府による農民工に対する帰郷

（Ｕターン）優遇政策を積極的に実施している。
2015年に中国国務院弁公庁は、『農民工等の帰
郷創業の支持に関する意見』を公布した。同意
見には、農民工等がＵターンして起業する際に
必要な様々な手続きの簡素化、減税や補助金、
住宅や医療に関する優遇政策を示している。し
かし、2017年の第四半期にＵターンした農民の
うち、起業した農民工は約10.9％に留まってい
たことから、2018年に『農民工等の帰郷創業の
さらなる支持に関する意見』を公布し、制度の
更なる充実を図った。一方、地方政府も同様に
支援制度を実施している。2018年に四川省人民
政府弁公庁は、融資や人材育成といった『帰郷
創業を促進するための22項目の施策』を公布し
た。また、貴州省は起業者に対する手当の支
給、河南省では、Ｕターンして起業する人が研
修に参加した際に手当を支給するなどの支援を
実施している。

出典：呉（2017）『中国城市化进程中人口“逆 向”迁移流动动因分析』より筆者作成
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おわりに

　近年、都市部から農山村地域への人口移動
は、日本だけでなく中国においても同様に見ら
れる現象である。しかし、都市部から農山村地
域への人口移動の決定要因を比較した結果、日
本と中国とでは相違も見られた。「ライフスタ
イル」という決定要因は日本と中国でともに共
通しているものの、中国においては、農山村地
域で起業しようと考えて積極的に移住を決めた
人もいる一方で、都市部で失業・リストラ、公
的医療や教育といった行政サービスを受けられ
ないことによる生活苦により、仕方なく農山村
地域へ移住せざるを得なくなった人も少なくな
かった。交通渋滞や環境悪化といった都市が抱
える問題も農山村地域へ移住させるプッシュ要
因となっていた。
　都市部から農山村地域へ移住する際、移住者
が選択する地域については、日本では、自然が

豊かな過疎地域が選ばれている。その理由とし
て日本では、自然に恵まれた田舎で家族と一緒
に生活したいという「地域の魅力」が決定要因
となっていた。子どもの教育に対する考え方が
日本と中国では全く異なっていることから、日
本では、子どもが成長する環境として自然が豊
かな田舎暮らしを選択しているのに対して、中
国では、教育レベルの高い都市部で子供を育て
たいという親の思いが、農山村地域への移住の
阻害要因となっていた。また、日本では、移住
先は必ずしもＵターンとはなっていないが、中
国では、家族の世話をするために移住を決めた
人が多かったことや政府のＵターン優遇政策か
ら、出身地の農山村地域に帰る人が多い。その
際に一定程度の収入が得られるのかが重要な決
定要因となっており、日中両国ともに、起業支
援や空き家の提供といった農山村地域への移住
を推進するための優遇政策を行っている。
　これまで検証したことを整理すると、図表 8

図表８　都市部から農山村地域への人口移動の決定要因の日中比較（イメージ図）
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で示したとおりである。農山村地域への移住し
た人は様々な要因で決定しているものの、日本
と中国では、共通する要因と相違する要因があ
ることがわかった。農山村地域への人口移動が
増加することは、同地域の活性化にもつながる
ことから、今後も移住者にとって魅力ある地域
づくりとはどういったものなのかを考えていく
必要があるであろう。
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